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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成18年６月30日に提出いたしました第76期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)の有価証券報告書の

記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第５ 経理の状況 

  １ 連結財務諸表等 

   (1) 連結財務諸表 

    注記事項 

     (リース取引関係) 

  ２ 財務諸表等 

   (1) 財務諸表 

    注記事項 

     (リース取引関係) 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 

  



第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

注記事項 

(リース取引関係) 

（訂正前） 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

161,857 133,523 28,333

工具器具備品 287,037 169,395 117,642

(無形固定 
資産) 
その他 

  
  

223,633 

  
  

180,613 
 

43,020

合計 672,529 483,532 188,996

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

113,961 75,296 38,664 

工具器具備品 245,982 159,846 86,136 

(無形固定 
資産) 
その他 

 
179,127

  
  

130,657 

  
  

48,470 

合計 539,071 365,800 173,271 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 98,939千円

 １年超 97,339 

  計 196,279千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 79,127千円

 １年超 99,953 

  計 179,080千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 154,984千円

減価償却費相当額 142,312 

支払利息相当額 8,204 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 113,042千円

減価償却費相当額 104,600 

支払利息相当額 5,521 

（ 以 下 省 略 ） 

  



（訂正後） 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

161,857 133,523 28,333

工具器具備品 302,118 172,319 129,799

(無形固定 
資産) 
その他 

  
  

223,633 

  
  

180,613 
 

43,020

合計 687,610 486,456 201,153

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

113,961 75,296 38,664 

工具器具備品 261,063 165,787 95,276 

(無形固定 
資産) 
その他 

 
179,127

  
  

130,657 

  
  

48,470 

合計 554,152 371,740 182,411 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 101,850千円

 １年超 106,703 

  計 208,554千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 80,980千円

 １年超 106,012 

  計 186,993千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 157,384千円

減価償却費相当額 144,551 

支払利息相当額 8,458 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 116,280千円

減価償却費相当額 107,617 

支払利息相当額 5,849 

（ 以 下 省 略 ） 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

注記事項 

(リース取引関係) 

（訂正前） 

  

  

第75期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械及び装置 145,557 122,222 23,334

工具器具備品 277,742 165,747 111,995

ソフトウェア 224,172 186,520 37,651

合計 647,472 474,490 172,981

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械及び装置 105,442 72,311 33,130 

工具器具備品 233,876 154,164 79,712 

ソフトウェア 168,842 125,054 43,788 

合計 508,161 351,530 156,631 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 94,072千円

 １年超 85,814 

  計 179,887千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 72,844千円

 １年超 89,179 

  計 162,024千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 150,151千円

減価償却費相当額 137,851 

支払利息相当額 7,695 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 107,384千円

減価償却費相当額 99,372 

支払利息相当額 5,049 

（ 以 下 省 略 ） 

  



（訂正後） 

  

  

第75期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械及び装置 145,557 122,222 23,334

工具器具備品 292,823 168,671 124,151

車両及び 
運搬具 

10,218 9,536 681

ソフトウェア 213,954 176,983 36,970

合計 662,553 477,415 185,138

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械及び装置 105,442 72,311 33,130 

工具器具備品 248,958 160,105 88,852 

ソフトウェア 168,842 125,054 43,788 

合計 523,242 357,470 165,772 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 96,983千円

 １年超 95,178 

  計 192,161千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 74,698千円

 １年超 95,239 

  計 169,937千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 152,551千円

減価償却費相当額 140,090 

支払利息相当額 7,949 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 110,623千円

減価償却費相当額 102,388 

支払利息相当額 5,377 

（ 以 下 省 略 ） 
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